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第３期伊勢市環境基本計画における取組の実施状況と総括 
 

（１）基本目標実現に向けた取組 

基本目標１ 低炭素で地球にやさしい社会の構築 

（総括） 

 公共施設・住宅などへの再生可能エネルギー導入を継続して推進しており、今後も再生可能

エネルギーの導入を進め、低炭素社会の実現を図る。 

 公共施設の省エネ化や市民への省エネ家電・電気自動車等の普及啓発、事業所の脱炭素化、

自転車の利用機会拡大を図ることで、低炭素社会を目指す。 

 公共交通の利用促進、パーク＆バスライドや電気バスの利用促進などにより、今後も温室効

果ガス排出量の少ない公共交通機関利用を推進するとともに、道路環境整備やシェアサイク

ルポートの拡充を通して、自転車の活用を図る。 

 気候変動への適応のため、熱中症の予防や対策強化、排水施設整備などの浸水対策、災害時

に備えた体制づくりなどを進める。 
 

（主要な取組の総括と方向性）※詳細は「資料２」（P１～４）を参照。 

施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑
制 

①地域と調

和した再生

可能エネル

ギーの導入

促進 

・公共施設への

太陽光発電設備

等の再生可能エ

ネルギー機器の

導入 

・住宅等の太陽

光発電設備の設

置を促進 

・学校施

設整備課 

・環境課 

みなと小、二見浦小・二

見中に太陽光発電を導

入した。公共施設等の脱

炭素化方針案を作成し

た。 

住宅等の自家消費型太

陽光発電設備に対する

補助制度を令和５年度

に創設し、補助金を交付

した。 

公共施設等の脱炭素化

方針を策定し、再生可

能エネルギー利用によ

り、温室効果ガス排出

量削減を目指す。 

太陽光発電設備の PR・

補助などにより普及促

進を図る。 

②環境負荷

が少ないラ

イフスタイ

ルや事業活

動への転換

促進 

・公共施設におけ

る省エネ効果の

高い設備等への

更新 

・家電等、家庭で

使われる機器の

購入や買替えの

機会を捉え、高効

率機器への選

択・転換の促進 

・電気自動車等の

普及促進 

・事業所における

省エネ診断等の

促進 

・自転車の利用機

会を拡大 

・資産経

営課 

・維持課 

・学校施

設整備課 

・教育総

務課 

・環境課 

・観光誘

客課 

・交通政

策課 

・観光振

興課 

小中学校 16 校の体育館

など、公共施設の照明の

LED 化を行った。 

市民の省エネ家電への

転換促進、電気自動車の

PR をイベント・広報・

街頭啓発により行った。 

事業所の脱炭素化に向

けたセミナーや、令和５

年度から省エネ診断等

への補助制度を創設し、

支援を行った。 

伊勢志摩地域８市町で

自転車等活用推進計画

及び自転車ネットワー

ク計画を策定した。 

引き続き、公共施設の

省エネ化・LED 化を進

める。省エネ家電や電

気自動車の PR を進め

る。 

事業所の脱炭素経営を

促進するためのセミナ

ー開催や補助金交付を

行う。 

自転車等活用推進計画

等に基づき、自転車の

利用機会を拡大させる

取組を検討する。 

資料１ 
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施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑
制 

③低炭素型

の都市基盤

づくり 

・鉄道、バス等

の公共交通の利

用促進 

・観光交通渋滞

対策の推進 

・電気バスの利

用促進 

・自転車を利用

しやすい道路、

駐輪場等の整備

の推進 

・観光誘

客課 

・交通政

策課 

・環境課 

おかげバス環状線の運

行や鉄道・路線バスとの

乗継割引などにより公

共交通の利用促進をし

た。 

パーク＆バスライドに

よる交通渋滞対策を実

施した。 

令和５年４月から小型

電気バスの運行を開始

した。また、電気バスに

よる環境教育により周

知啓発を図った。 

「伊勢志摩自転車等活

用推進計画」及び「伊勢

志摩自転車ネットワー

ク計画」を令和６年２月

に策定した。また、民間

事業者によるシェアサ

イクルポートを拡充し

８箇所となった。 

今後も公共交通の利用

促進、交通渋滞対策、

電気バスの利用促進を

図る。自転車の活用に

ついて、策定した計画

に基づく道路環境整

備、シェアサイクルポ

ートの更なる拡充を図

る。 

(2)
気
候
変
動
へ
の
適
応 

①熱中症予

防 

・熱中症の症状

や応急手当、予

防方法等の周

知・啓発 

・健康課 広報などにより熱中症

予防の啓発と情報発信

を行った。 

熱中症予防の啓発と情

報発信、熱中症対策の

強化を図る。 

②浸水対策

の推進 

・市街地の雨水

を速やかに流下

させ、また、低

地の浸水対策や

高潮時の安全を

確保するための

排水施設の整備 

・都市ポンプ場

等の長寿命化 

・基盤整

備課 

・維持課 

・農林水

産課 

・下水道

施設管理

課 

排水路の改良整備、道路

側溝の改良・新設、排水

機場の維持管理・長寿命

化などを行った。 

引き続き、排水路の改

良整備、道路側溝の改

良・新設、排水機場の

維持管理・長寿命化な

どを行う。 

③災害時の

避難施設等

の整備 

・災害用トイレ

やスロープ等の

整備等、避難生

活施設の環境整

備 

・備蓄計画の見

直し及び防災備

蓄倉庫の整備 

・防災施

設整備課 

令和元年度から令和４

年度までに災害用トイ

レが全 20 箇所完成し、

訓練等に合わせて啓発

活動を行った。 

備蓄計画を改定し、必要

品目の購入を行った。 

訓練を実施し、避難者

が自ら災害用トイレを

設営・運営できるよう

な体制づくりに努め

る。物資を迅速かつ確

実に届けられる体制づ

くりを行う。 

  



3 

基本目標２ 資源を大切にする循環型社会の構築 

（総括） 

 循環型社会形成に向けた様々な取組を進めており、引き続き、市民・事業者・行政等が連携

して３R（リデュース・リユース・リサイクル）の取組を推進する。 

 ごみ分別・減量に対する市民意識の向上を図るため、引き続きごみに関する教育・啓発等の

取組を進めるとともに、SNS などを活用し、取組の情報発信やごみ分別の習慣化を図る。 

 今後も安全で安心できる水道水の確保や農業用水の安定供給を実現するための取組を行う。 
 

（主要な取組の総括と方向性）※詳細は「資料２」（P５～８）を参照。 

施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
３
R
の
推
進 

①発生抑制

（リデュー

ス）の推進 

・ごみを出さな

いライフスタイ

ルの転換の検討 

・「食品ロス」削

減に関する広報

活動の推進 

・プラスチック

ごみの排出抑制

のためのマイバ

ッグ、マイボト

ル等の取組推進 

・ごみ減

量課 

自治会等へのごみの分

別・減量の出前講座、食

品ロス削減に向けたポ

スターコンクール・キャ

ンペーン・フードドライ

ブ、マイボトル協力店・

マイボトル推進事業者

の登録を行った。 

引き続き、事業を実施

するとともに、事業者

への働きかけや、SNS

等を活用した情報発信

をする。 

②再使用

（リユー

ス）の推進 

・リサイクルシ

ョップ、フリー

マーケット、バ

ザー等の利用促

進 

・ぐりんくん制

度の拡充 

・ごみ減

量課 

環境フェアにおけるフ

リーマーケットの実施

やリユース品の無料提

供を行った。 

引き続き、事業を実施

するとともに、フリー

マーケットやイベント

以外での取組を検討す

る。 

③再生利用

（リサイク

ル）の推進 

・生ごみ処理機

を利用した生ご

みの堆肥化、減

量化の支援 

・雑がみの分別

や雑がみ回収

袋”の作成方法、

雑がみ回収によ

るメリット等の

啓発 

・自治会等によ

る集団回収の促

進 

・ごみ減

量課 

生ごみ処理機の購入に

対し、年間 60～100 件の

補助を行った。 

雑がみチャレンジ（小学

生 1,585 人参加）や「ト

イレの紙さま」プロジェ

クト（事業者から

111,911 ㎏回収）に取り

組み、雑がみの資源化を

図った。 

毎年度 125～133 団体に

奨励金を交付し、廃品回

収を促進した。 

引き続き、取組を進め

るとともに、生ごみ処

理機や雑がみの分別の

啓発を行う。 
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施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(2)
適
正
か
つ
効
率
的
な
ご
み
処
理
の
推
進 

①分別協力

度の向上 

・指定の分別が

できていないご

みの排出者に対

する指導の強化 

・事業系ごみの

搬入検査等によ

る適正排出の推

進 

・ごみの組成調

査等による分別

実態の把握 

 

・ごみ減

量課 

自治会等への出前講座

や事業系一般廃棄物の

搬入検査、家庭系燃える

ごみの組成調査により

適正排出やごみ減量啓

発を進めた。 

引き続き、取組を実施

するとともに、適正排

出やごみ減量・資源化

の啓発につなげる。 

(3)
ご
み
に
関
す
る
啓
発
・
協
働
の
推
進 

①ごみに関

する教育、

学習、啓発

の充実 

・学校等におけ

る環境教育の充

実 

・地域での説明

会、ごみカレン

ダー等による啓

発 

・ごみ減

量課 

小学生への出前授業に

より分別意識の向上を

図った。 

高校生と協働して食品

ロスの削減に取り組み、

学生視点で啓発を行っ

た。 

ごみカレンダー、ごみ分

別ガイドブックの全戸

配布、伊勢市公式 LINE

における AI チャットボ

ット機能により、ごみ分

別の習慣化を促進した。 

引き続き、取組を実施

するとともに、地区別

カレンダーでの収集日

確認や分別案内、情報

通知、多言語対応など

の機能を備えたアプリ

を導入する。 

②協働によ

る推進 

・市民･地域組

織、事業者、行

政等がお互いに

補完しあう体制

の構築 

・横のつながり

を意識した連携

強化 

・ごみ減

量課 

民間組織、事業者、行政

が共同で「ファミマフー

ドドライブ」を事業展開

することで、食品ロス削

減につなげた。 

引き続き、取組を実施

するとともに、SNS 等

を活用して市民周知す

る。 

(4)
水
循
環
の
確
保 

②水源対策

の推進 

・水源地及び配

水場における水

質検査の実施 

・農業を営む上

で必要な用水等

を確保するため

の水源確保 

・上水道

課 

・農林水

産課 

安全で安心できる水道

水の供給を行うため、毎

年 84件の水質検査を実

施した。 

国・県等と連携し、県営

事業により安定した農

業用水供給と維持管理

の省力化、生産性向上を

図るためのパイプライ

ンの更新整備及び給水

栓整備を行った。 

引き続き、取組を実施

する。 
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基本目標３ 豊かな自然と人が共生する社会の形成 

（総括） 

 下水道整備や合併処理浄化槽の補助により汚水処理人口普及率は増加しており、引き続き、

河川などの環境を良好な状態とするため、水質保全の意識啓発や汚水処理などの生活排水対

策を推進する。 

 今後も森林の適正管理に努めるとともに、公共建築物の木造・木質化を推進することで、森

林が持つ公益的機能の向上を図る。 

 遊休農地解消や地産地消の推進、獣害対策などにより、引き続き農地環境の保全を推進する。 

 生態系への配慮をした取組、外来生物による被害軽減対策、外来生物に関する情報提供や出

前授業などを実施することで生物多様性の保全を推進する。 

 勢田川ウオッチングや七夕大そうじ等、自然とふれあう機会の創出や美化活動の活発化が図

られている。今後も自然を保全する取組を進める。 
 

（主要な取組の総括と方向性）※詳細は「資料２」（P９～11）を参照。 

施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
自
然
環
境
・
公
益
的
機
能
の
保
全 

①水環境の

保全 

・市内公共用水

域（河川・海域）

の水質調査の実

施 

・流域関連公共

下水道事業の整

備推進 

・合併処理浄化

槽の普及促進 

・企画調

整課 

・環境課 

・下水道

建設課 

河川・海域の水質調査結

果を公表し、水質保全の

意識啓発を行った。 

下水道を利用できる地

域を拡大し、下水道処理

人口普及率を 55.7％か

ら 61.0％に向上した。

また、合併処理浄化槽

680基の設置に対して補

助金を交付した。 

下水道事業計画区域内

の整備を進める。 

合併処理浄化槽の設置

に対して補助金を交付

するとともに、汲み取

り便槽・単独処理浄化

槽からの転換を進める

よう啓発・広報活動に

取り組む。 

②森林環境

の保全 

・森林がもつ公

益的機能を総合

的かつ高度に発

揮させるための

間伐等の適正管

理支援 

・公共施設への

木材利用の推進 

・農林水

産課 

森林経営管理の意向調

査、境界確認等の方針決

定、集積計画の策定、間

伐を実施した。 

【R２～R５実績】 

意向調査：508ha 

境界確認：195ha 

集積計画：13ha 

間  伐：13ha 

公園のベンチ・東屋、新

設学校・保育園の遊具や

棚など公共建築物等の

木造・木質化を推進し

た。 

新たな地域における意

向調査を行い、間伐等

の適正管理を実施す

る。 

公共建築物の木造・木

質化を推進する。 
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施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
自
然
環
境
・
公
益
的
機
能
の
保
全 

③農地環境

の保全 

・担い手農家へ

の農地集積等に

よる遊休農地の

解消 

・地産地消の推

進 

・「伊勢市鳥獣被

害防止計画」に

基づく獣害に強

い集落づくりの

体制整備支援 

・農林水

産課 

遊休農地の解消に対し

補助金を活用し、取組を

支援した。【実績】５件

108a 

地産地消の店認定制度

を推進するとともに、学

校給食での市内農産物

の活用、小学生対象の写

真コンクールにより地

産地消への理解を深め

た。 

伊勢市鳥獣被害防止計

画に基づき、個体数調

整・被害防除や地域が実

施する追い払い活動へ

の支援などを行った。 

引き続き、遊休農地活

用事業の周知や地産地

消の推進を行う。 

獣害対策については総

合的な被害対策や地域

の活動支援とともに、

新たな取組として獣害

防護柵への補助を行

う。また、有害獣目撃

情報システムの導入を

進める。 

(2)
自
然
と
の
共
生 

①生物多様

性の保全 

・生態系に配慮

した河川等の整

備 

・外来生物によ

る被害予防に関

する情報提供・

啓発 

・動植物の生息･

生育状況に関す

る現況把握 

・生物多様性保

全に関する学習

機会等の提供 

・基盤整

備課 

・農林水

産課 

・環境課 

生態系に配慮した環境

保全型護岸ブロックを

使用し、植生の早期復元

を図った。 

スクミリンゴガイ（ジャ

ンボタニシ）防除に要す

る費用への補助や被害

軽減対策の周知、また、

環境フェア等での外来

生物に関する情報提供

などを行った。 

市内のいきもの調査に

よる動植物の生息状況

の把握・情報提供や、事

業者との連携による小

学生への外来生物に関

する出前授業の実施に

より、生物多様性保全の

啓発を実施した。 

引き続き、取組を実施

し、生物多様性の保全

及び啓発を行う。 

②自然との

ふれあいの

増進 

・水生生物によ

る水質調査等の

自然とふれあえ

る野外環境学習

の開催 

・勢田川七夕大

そうじ等の清

掃・美化活動の

開催 

・環境課 水生生物調査や勢田川

ウオッチングで小学生

に生物観察や自然との

ふれあいの場を提供し

た。 

勢田川七夕大そうじや

ボランティア清掃ごみ

袋の提供により河川等

の美化活動の活発化が

図れた。 

引き続き、取組を実施

するとともに、勢田川

七夕大そうじに代わる

清掃・美化活動イベン

トを検討する。 
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基本目標４ 歴史・文化の薫る、快適に暮らせるまちの形成 

（総括） 

 空家対策により除却や利活用が図られており、今後も空家の除却・利活用の推進を図ること

で管理不全な空家を解消する。 

 今後も路上喫煙禁止区域や不法投棄のパトロール、ペットの飼い方マナーの啓発、公園緑地

の適切な維持管理により、清潔なまちづくりを推進する。 

 市民・観光客など誰もが安心して過ごせる環境整備を継続して実施する。 

 引き続き、天然記念物等の維持管理を行うとともに、地域住民等と連携して日常管理の協力

体制構築を目指す。また、学校での食教育や、郷土料理の継承を行うことにより、市の環境

文化を保全・継承する。 

 景観形成事業や無電柱化整備などを推進し、良好な景観の形成を推進する。 
 

（主要な取組の総括と方向性）※詳細は「資料２」（P12～15）を参照。 

施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 本事業の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
快
適
で
美
し
い
住
環
境
の
保
全 

①住環境の

向上 

・「伊勢市空家等

対策計画」に基

づく空家等に関

する対策の推進 

・住宅政

策課 

空家等対策について、所

有者等に対し周知・啓発

及び管理指導を行い、空

家の除却補助金を活用

した除却は毎年度 100

件以上となった。また、

空家バンク制度により

57 件、令和５年度から

開始の空家リフォーム

補助金事業により７件

の空家について、利活用

が図られた。 

引き続き、所有者等に

対し空家等対策に関す

る周知・啓発及び管理

指導を行い、空家化の

予防及び管理不全な空

家を解消するととも

に、補助金の活用及び

空家バンク運営を通じ

て空家の除却・利活用

の推進を図る。 

②美しく潤

いのある空

間づくり 

・「伊勢市ポイ捨

て及び路上喫煙

の防止に関する

条例」に基づく

空き缶やたばこ

の吸い殻のポイ

捨て防止対策等

の快適な環境づ

くりの実施 

・看板の設置等

による不法投棄

の防止 

・ペットの飼育

マナーの啓発 

・公園緑地の適

切な維持管理 

・ごみ減

量課 

・環境課 

・維持課 

令和２年から路上喫煙

禁止区域を開始し、看板

の設置、パトロールや啓

発活動を実施した。ま

た、不法投棄防止パトロ

ールや不法投棄防止看

板の提供を行った。 

動物愛護週間に広報い

せでペットの飼い方マ

ナーを啓発した。 

公園緑地の修繕、清掃、

除草、剪定等を行い、適

切に維持管理した。 

引き続き、路上喫煙禁

止区域でのパトロール

と啓発活動、不法投棄

防止パトロール、動物

愛護週間時の飼い方マ

ナー啓発、公園緑地の

適切な維持管理を実施

する。 
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施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
快
適
で
美
し
い
住
環
境
の
保
全 

③バリアフ

リー･ユニ

バーサルデ

ザインの推

進 

・公共空間・公

共施設のバリア

フリー化設備等

の整備推進 

・障がい者サポ

ーター制度等の

ソフト事業の実

施 

・観光バリアフ

リー情報の発信 

・基盤整

備課 

・高齢・

障がい福

祉課 

・観光振

興課 

歩道への点字ブロック

整備や朝熊山麓公園、大

仏山公園におけるユニ

バーサルデザインに配

慮したインクルーシブ

な遊具の新設を行った。 

研修会や出前授業など

による障がいのある人

への理解促進、観光バリ

アフリーに関する取組

を実施した。 

道路のバリアフリー

化、インクルーシブな

遊具の設置を検討す

る。 

引き続き、障がいのあ

る人への理解促進、障

がいの有無に関わらず

安心して来訪できる環

境づくりを進めるとと

もに、伊勢市のバリア

フリー観光の認知度向

上を図る。 

(2)
歴
史
的
・
文
化
的
環
境
の
保
全 

①伊勢の環

境文化の保

全 

・歴史的・文化

的資産の保存・

継承 

・地産地消や食

育を通じた食文

化の継承 

・文化政

策課 

・学校教

育課 

・教育総

務課 

・健康課 

樹勢回復・桜樹維持・害

虫防除など市が所有、管

理する史跡・名勝・天然

記念物等の維持管理を

適切に行った。 

小・中学校において、児

童生徒が田植えや野菜

栽培、調理等の体験活動

を行い、食に関する知

識・意識を高めた。 

ヘルスメイト料理講習

会で季節の食材や郷土

料理を取り入れた。 

天然記念物の管理では

樹木医等とも連携し、

適切な維持管理に努め

る。また、地域住民等

の理解を促し、日常管

理の協力体制構築を目

指す。 

引き続き、学校での食

教育や、郷土料理の継

承を行う。 

②良好な景

観の形成 

・住民参加型の

景観保全活動の

推進 

・「伊勢市景観計

画」の推進 

・電線類の地中

化の推進 

・都市計

画課 

・基盤整

備課 

景観コンクール、巡回展

示などにより、子どもた

ちへの景観意識向上を

図った。また、景観形成

推進事業により伊勢市

景観計画の周知や重点

地区での補助事業を行

い、景観形成の推進を図

った。 

宇治山田駅前の岡本吹

上線の無電柱化整備に

必要な設計を進めた。 

引き続き、景観形成の

取組を進める。 

宇治山田駅前の岡本吹

上線の無電柱化整備を

実施する。 

③伊勢の環

境文化を伝

えるおもて

なし 

・市民参加によ

る「花のあるま

ちづくり」の推

進 

・維持課 市民参加による「花のあ

るまちづくり」の推進に

より、おもてなしの気運

を醸成した。 

引き続き、植栽への支

援を行う。 
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基本目標５ 環境保全に取り組むための基盤づくり 

（総括） 

 環境フェアや出前授業の充実を図ることで、環境に対する意識向上を図るとともに、多くの

参加につなげていく。また、新たな事業者等との連携や学校への情報提供により、環境教育・

環境学習を推進する体制の整備を図る。 

 今後も市民や事業者が行う環境保全活動を推進する。 
 

（主要な取組の総括と方向性）※詳細は「資料２」（P16～18）を参照。 

施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 本事業の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(1)
環
境
教
育･

環
境
学
習
の
充
実 

①環境教

育･学習の

充実 

・環境問題やそ

の対策について

考える機会の充

実 

・自然観察等の

体験学習の機会

の充実 

・出前講座によ

る環境学習の推

進 

・学校における

環境教育の充実 

・環境課 

・ごみ減量

課 

・学校教育

課 

環境問題を考える機会

として、環境フェアの開

催や MOTTAINAI ポスタ

ーコンクール、「雑がみ

チャレンジ」・「ごみゼロ

チャレンジ」による小学

生を対象とした家庭で

のごみの分別・減量の取

組を行った。 

学校において、学校環境

デーの取組、出前授業、

自然体験などを行った。

出前授業では、事業者と

の連携により講座内容

の充実を図った。 

引き続き、取組を実施

するとともに、連携企

業の掘り起こしによる

講座内容の充実や学校

への働きかけなどによ

り、多くの参加につな

げていく。 

②環境教育

等を推進す

る体制づく

り 

・事業者との連

携による環境教

育･環境学習の

推進 

・環境教育･環境

学習の機会に対

する講師や施設

の情報提供 

・環境課 学校に公共機関等で実

施する出前講座などの

情報提供を実施した。 

環境教育の充実を図る

ため、新たな連携先２社

と協定を締結した。 

環境教育プログラムの

充実と学校への情報提

供を行う。 

(2)
環
境
保
全
活
動
の
促
進 

①市民･団

体による環

境保全活動

の促進 

・市民による自

主的な環境配慮

活動の促進 

・環境課 小学生への出前授業や

市民への街頭啓発等に

より家庭で実践できる

環境配慮活動を促進し

た。 

引き続き、出前授業の

取組を実施する。また、

市民一人ひとりが活動

を実践できるよう、継

続的に啓発を行う。 

②事業者に

よる環境保

全活動の促

進 

・事業者が実施

する生物多様性

活動や清掃活動

との連携・支援 

・環境課 事業者が行う生物多様

性保全・清掃活動に参

加・協力し、地域活動等

への協力を推進した。 

引き続き、民間事業者

が実施する生物多様性

保全活動や清掃活動等

に参加・協力し、地域

活動等への協力を推進

する。 
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施策の

方向性 

施策 主な取組 担当課 取組の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

(2)
環
境
保
全
活
動
の
促
進 

③市民･事

業者･行政

の連携･協

働 

・伊勢市環境会

議等の協働事業

の推進 

・環境課 

・ごみ減量

課 

伊勢市環境会議と連携

し、ごみ減量・生活排水

対策・脱炭素の取組・啓

発活動を実施した。 

引き続き、伊勢市環境

会議と連携し、環境保

全活動や啓発活動を推

進する。 
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（２）分野横断的取組 

（総括） 

 公共交通機関における連接バスの運行や小型電気バスの導入などにより、今後も交通環境

対策を行うとともに、公共交通の利用促進を図る。 

 食品ロス削減に対する市民の意識向上を図る取組を進めており、今後も食品ロス削減に係

る取組を推進していくとともに、SNS 等を活用した情報発信に取り組む。 

 引き続き、教育分野と連携した取組などにより地産地消を推進するとともに、地産地消に

よる食の安全・安心やフードマイレージを小さくする等のメリットをアピールし、より効

果的な地産地消の取組を検討する。 

 空家の所有者等に対する周知啓発や管理指導等は順調に進んでいるが、今後も空家の増加

が見込まれる。引き続き、空家の管理指導や除却、空家バンク運営などにより、空家対策

を推進する。 

 子どもたちへの環境教育を通して、幅広い世代への環境意識向上が図れているため、今後

も事業者・大学等と連携し、環境学習・教育活動を推進する。 

 

（各分野横断的取組の総括と方向性）※詳細は「資料３」を参照。 

No. 取組内容 担当課 本事業の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

１ 

公共交通の

利用促進 

交通政

策課 

連接バスの運行や、おかげバス

における小型電気バス 2台の

導入及びCO2排出量ゼロの電気

使用により交通環境対策を推

進した。コロナ禍の影響がなく

なり、公共交通機関の利用者が

年々戻りつつあるが、増加率は

比較的緩やかな状況である。 

今後も交通環境対策を継続し、

CO2排出量の抑制に努めるととも

に、利用促進や啓発を行い、公

共交通機関の利用者数の増加を

図っていく。 

２ 

食品ロスの

削減 

ごみ減

量課 

ポスターコンクール、「すぐ食

べるなら連れてって！」キャン

ペーン、食品ロス削減マッチン

グサービス、ファミマフードド

ライブを事業展開したところ、

市民や小中学生の参加が多く

あり、食品ロス削減を考えるき

っかけづくりや意識向上を図

るとともに、食品ロスの削減に

つなげられた。認知度の低い取

組については、広く市民に周知

を行っていく必要がある。 

引き続き、食品ロス削減の取組

を実施するとともに、利用が少

ない食品ロス削減マッチングサ

ービスについては、事業者に働

きかけるとともに、市民周知を

行う。また、各事業を広く市民

周知するため、SNS 等を活用した

情報発信をする。 
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No. 取組内容 担当課 本事業の総括 

（成果、課題等） 

今後の方向性 

３ 

地産地消の

推進 

農林水

産課 

教育分野と連携しながら継続

的に活動できている。引き続

き、地産地消が、食の安全・安

心やフードマイレージを小さ

くし、地球環境に与える負荷が

小さくなることを訴えていく

必要がある。今後も、直売活動

に対する支援による農地の利

用促進を行うことで、農業者の

経営基盤の安定化及び自然環

境の保全やかん養機能による

治水につなげる。 

引き続き、教育分野と連携した

取り組みにより地産地消を推進

する。また、地産地消が食の安

全・安心やフードマイレージを

小さくする等の具体的なメリッ

トを加えて消費者に対しアピー

ルするなど、より効果的な地産

地消の取り組みを検討する。 

４ 

空家等対策

の推進 

住宅政

策課 

空家等対策について、所有者等

に対し周知・啓発及び管理指導

を行い、また空家バンク運営等

の結果、空家等の除却・管理済

等件数は 1,787 件となった。管

理不全の空家の解消や除却を

通じて周辺の生活環境、防災・

防犯の向上に寄与し、また空家

バンク運営を通じて、利用可能

な空家の市場流通促進による

経済効果を生み出したほか、移

住の促進にもつながった。今後

も空家件数の増加が見込まれ、

管理不全な空家の発生抑制及

び解消が課題となる。 

引き続き、空家等対策について、

所有者等に対し周知・啓発及び

管理指導等を行い、空家化の予

防及び管理不全な空家を解消す

るとともに、補助金の活用及び

空家バンク運営を通じて空家の

除却・利活用の推進を図るなど、

空家等対策を効果的に実施す

る。 

５ 

環境学習・

教育活動の

推進 

環境課 事業者・大学・伊勢市環境会議

等との連携による保育所・幼稚

園・小学校等での環境教育を実

施し、子どもたちへの環境に対

する意識啓発に取り組むこと

ができた。また、子どもたちが

学習の成果を家庭に持ち帰る

ことで、親世代も含めた多くの

人々の環境意識向上に繋げる

ことができた。 

引き続き、事業者等と連携し、

保育所・小学校等に環境学習の

機会を提供することにより、子

どもたちの環境意識形成を図る

とともに、学習成果を家庭で共

有することにより、親世代など

の周囲に対しての環境意識向上

につなげる。 
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（関連指標の進捗状況） 

取組内容 指標項目 基準値 実績値 目標値 

平成29または
30 年度 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和６または

７年度 

公共交通

の利用促

進 

路線バスの利

用者数 
4,260,900 人 ― 4,277,800 人 2,124,900 人 2,273,300 人 2,706,300 人 2,782,500 人 4,580,000 人 

コミュニティ

バスの利用者

数 

85,376 人 ― 85,374 人 61,508 人 60,379 人 65,575 人 68,775 人 92,700 人 

食品ロス

の削減 

未利用食品の

量 
1,312t 1,106t 1,107t 1,509t 696t 1,799t 1,550t 1,015t 

地産地消

の推進 

市内産農産物

のブランド化

に向けた取組

への支援数

（累積数） 

15 件 ― 16 件 17 件 17 件 18 件 19 件 20 件 

空家等対

策の推進 

空家等の除

却・管理済等

件数（累計） 

350 件 ― 674 件 921 件 1,251 件 1,518 件 1,787 件 1,850 件 

環境学

習・教育

活動の推

進 

市が主催また

は事業所や大

学等と連携し

て学校・幼稚

園・保育所で

実施した環境

教育の実施回

数 

47 回 ― 47 回 8 回 24 回 43 回 56 回 70 回 

 


